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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

1. 商号     ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 (英訳名 SMBC Friend Securities Co.,Ltd.) 

 

2. 登録年月日  平成19年９月30日 

登録番号   関東財務局長(金商)第40号 

 

3. 沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

 

年 月 沿  革 

昭和23年３月 明光証券株式会社設立 

昭和23年９月 証券取引法に基づく証券業登録 

昭和24年４月 大阪証券取引所正会員 

昭和30年12月 朝田証券株式会社と合併 

昭和39年４月 

 

丸ヤ証券株式会社と合併し、商号を明光丸ヤ証券株式会社に変更 

東京証券取引所正会員 

昭和43年４月 証券業の免許制への移行に伴い証券業の免許取得 

昭和49年３月 商号を明光証券株式会社に変更 

昭和60年10月 国債先物取引の取扱い開始 

昭和60年12月 資本金を2,048百万円から3,468百万円に増資し、総合証券に昇格 

昭和62年６月 株式先物取引の取扱い開始 

昭和62年11月 

 

国内で発行されるコマーシャル・ペーパーの売買、売買の媒介、取次及び代理業務の兼業承認取

得 

昭和63年４月 資本金を3,468百万円から5,269百万円に増資(中間発行) 

昭和63年９月 TOPIX、日経平均の株価指数先物取引の取扱い開始 

平成元年４月 

 

資本金を5,269百万円から17,349百万円に増資(一般募集) 

東京・大阪両証券取引所市場第二部に株式上場 

平成元年６月 株価指数オプション取引の取扱い開始 

平成元年10月 名古屋証券取引所正会員 

平成２年６月 金地金の売買、売買の媒介、取次及び代理並びに保管業務の兼業承認取得 

平成５年11月 MMF・中期国債ファンドのキャッシング業務の兼業承認取得 

平成６年８月 商品投資販売業務の兼業承認取得 

平成９年７月 株券オプション取引の取扱い開始 

平成10年12月 改正証券取引法に基づき、登録制に移行し、従来の兼業業務は証券業に付随する業務等となる 

平成11年４月 

 

ナショナル証券株式会社と合併(新会社名 明光ナショナル証券株式会社) 

資本金17,349百万円から19,770百万円に増加 

 名古屋証券取引所市場第二部に株式上場 

平成11年６月 資本金を19,770百万円から27,270百万円に増資(有償・第三者割当) 

平成13年９月 東京・大阪・名古屋各証券取引所市場第一部に指定替 

平成15年４月 さくらフレンド証券株式会社と合併(新会社名 ＳＭＢＣフレンド証券株式会社) 

本店を東京都中央区日本橋兜町７番12号に移転 

平成16年４月 泉証券株式会社と合併 

平成18年６月 投資顧問業の登録 

平成18年９月 株式交換により、株式会社三井住友フィナンシャルグループの完全子会社となる 

東京、大阪、名古屋各証券取引所市場第一部を上場廃止 

平成18年12月 投資一任契約に係る業務の認可取得 

ＳＭＢＣファンドラップの取扱い開始 

平成20年５月 香港駐在員事務所を設立 

平成23年１月 リテール銀証協働事業を会社分割により日興コーディアル証券株式会社(現ＳＭＢＣ日興証券株

式会社)へ譲渡 

平成23年３月 国内本支店70か店 
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(2) 経営の組織 

当社の経営組織の概要は次のとおりであります。 
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4. 株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決

権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

(平成23年３月31日現在) 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 311,269,929 100.00

 

5. 役員の氏名又は名称 

(平成23年３月31日現在) 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 
常勤・ 

非常勤の別 

代 表 取 締 役 社 長 
兼 最 高 執 行 役 員 

遠 藤   修 有 常勤 

代 表 取 締 役 
兼 副 社 長 執 行 役 員 

谷 沢 文 彦 有 常勤 

代 表 取 締 役 
兼 専 務 執 行 役 員 

德 田 賀 昭 有 常勤 

取 締 役 
兼 専 務 執 行 役 員 

梅 本 慶 三 無 常勤 

取 締 役 
兼 常 務 執 行 役 員 

磯 野   剛 無 常勤 

取 締 役 
兼 常 務 執 行 役 員 

岡 野 宏 保 無 常勤 

取 締 役 
兼 常 務 執 行 役 員 

金 井 秀 夫 無 常勤 

取 締 役 
兼 執 行 役 員 

上 原 昭 夫 無 常勤 

取 締 役 
兼 執 行 役 員 

宇田川 外茂起 無 常勤 

監 査 役 西   敏 夫 無 常勤 

監 査 役 小 澤 繁 幸 無 常勤 

監 査 役 内 田 賢 介 無 非常勤 

監 査 役 西 堀 次 郎 無 非常勤 

（注) 監査役 内田賢介及び西堀次郎の両氏は、会社法第２条第16項に定める社外監査役であります。 
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（ご 参 考） 

(平成23年６月29日現在) 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 
常勤・ 

非常勤の別 

代 表 取 締 役 社 長 
兼 最 高 執 行 役 員 

遠 藤   修 有 常勤 

代 表 取 締 役 
兼 副 社 長 執 行 役 員 

谷 沢 文 彦 有 常勤 

代 表 取 締 役 
兼 専 務 執 行 役 員 

德 田 賀 昭 有 常勤 

取 締 役 
兼 専 務 執 行 役 員 

梅 本 慶 三 無 常勤 

取 締 役 
兼 専 務 執 行 役 員 

磯 野   剛 無 常勤 

取 締 役 
兼 常 務 執 行 役 員 

岡 野 宏 保 無 常勤 

取 締 役 
兼 常 務 執 行 役 員 

金 井 秀 夫 無 常勤 

取 締 役 
兼 常 務 執 行 役 員 

大 西 一 郎 無 常勤 

取 締 役 
兼 執 行 役 員 

宇田川 外茂起 無 常勤 

監 査 役 小 澤 繁 幸 無 常勤 

監 査 役 深 澤 富 雄 無 常勤 

監 査 役 内 田 賢 介 無 非常勤 

監 査 役 西 堀 次 郎 無 非常勤 

（注) 監査役 内田賢介及び西堀次郎の両氏は、会社法第２条第16項に定める社外監査役であります。 

 

6. 政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

(平成23年３月31日現在) 

氏    名 役  職  名 

乾   則 行 執行役員 コンプライアンス統括部長 

永 富 靖 彦 売買審査部長 

 

(2) 投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名 

該当ありません。 

 

(3) 投資助言・代理業に関し、金融商品取引法第29条の２第１項第６号の営業所又は事務所の業務

を統括する者の氏名 

該当ありません。 
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7. 業務の種別 

(1) 金融商品取引業 

① 第一種金融商品取引業 

金融商品取引法第28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

・有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

・有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次

ぎ又は代理 

・取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委託の媒介、

取次ぎ又は代理 

・外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒

介、取次ぎ又は代理 

・有価証券等清算取次ぎ 

・有価証券の売出し又は特定投資家向け売付け勧誘等 

・有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募若しくは特定投資家向け売付け勧誘

等の取扱い 

金融商品取引法第28条第１項第２号に掲げる行為に係る業務 

・店頭デリバティブ取引又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

・店頭デリバティブ取引についての有価証券等清算取次ぎ 

金融商品取引法第28条第１項第３号イに掲げる行為に係る業務 

・有価証券の元引受けであって、損失の危険の管理の必要性の高いものとして政令で定

めるもの 

金融商品取引法第28条第１項第３号ロに掲げる行為に係る業務 

・有価証券の元引受けであって、イに掲げるもの以外のもの 

金融商品取引法第28条第１項第３号ハに掲げる行為に係る業務 

・有価証券の引受けであって、有価証券の元引受け以外のもの 

有価証券等管理業務 

② 第二種金融商品取引業 

(注) 平成23年１月１日付で、リテール銀証協働事業を日興コーディアル証券株式会社(現ＳＭＢＣ日興証券

株式会社)に譲渡したことにより、「投資助言・代理業」及び「投資運用業」の業務を廃止いたしまし

た。 

(2) 金融商品取引業に付随する業務 

① 有価証券の貸借業務 

② 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預り有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の支

払いに係る代理業務 

⑦ 累積投資契約の締結業務 

⑧ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑩ 他の事業者の事業の譲渡、合併等に関する相談又は仲介を行う業務 

⑪ 譲渡性預金の売買及び売買の媒介等の業務 

⑫ 通貨その他デリバティブ取引の売買又は媒介等の業務 

⑬ 金銭債権（譲渡性預金に該当するものを除く）の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

(注) ｢金銭債権（譲渡性預金に該当するものを除く）の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理」につきま

しては平成22年９月９日より業務を開始しております。 
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8. 本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

(平成23年３月31日現在) 

営業所名 所在地 電話番号 営業所名 所在地 電話番号 

本店 
 本店営業第一部 
 本店営業第二部 

103－8221 
 
 

中央区日本橋兜町７－12 
 
 

 
03－3669－5201
03－3666－5210

町田支店 194－0021 町田市中町１－１－16 042－723－8781

本店別館 103－0026 中央区日本橋兜町７－２  横浜支店 220－0004 横浜市西区北幸２－６－１ 045－316－0321

本店第二別館 103－0025 
中央区日本橋茅場町１－13
－12 

 藤沢支店 251－0055 藤沢市南藤沢19－10 0466－27－4411

札幌支店 060－0001 
札幌市中央区北一条西４－
２－２ 

011－272－3211 厚木支店 243－0018 厚木市中町４－９－18 046－223－8866

帯広支店 080－0010 帯広市大通南10－14 0155－24－3211 千葉支店 261－0004
千葉市美浜区高洲３－23－
２ 

043－270－4611

弘前支店 036－8001 弘前市代官町48 0172－36－3211 津田沼支店 275－0026 習志野市谷津７－９－18 047－478－3211

八戸支店 031－0031 八戸市番町22－１ 0178－46－3211 木更津支店 292－0067 木更津市中央１－４－９ 0438－23－5171

新潟支店 950－0087 
新潟市中央区東大通１－３
－10 

025－249－3211 富士吉田支店 403－0004 富士吉田市下吉田66－２ 0555－22－1106

栃木支店 328－0043 栃木市境町１－22 0282－24－0808 静岡支店 420－0852 静岡市葵区紺屋町11－17 054－255－3211

前橋支店 371－0026 前橋市大手町２－６－20 027－220－5210 磐田支店 438－0071 磐田市今之浦３－１－１ 0538－37－3211

高崎支店 370－0841 高崎市栄町16－11 027－325－3211 名古屋支店 460－0003
名古屋市中区錦２－18－19 
三井住友銀行名古屋ビル 
５階 

052－202－1711

渋川支店 377－0007 渋川市石原310－１ 0279－22－3211 新瑞橋支店 467－0806
名古屋市瑞穂区瑞穂通８－
14 

052－842－2411

太田支店 373－0851 太田市飯田町1398－１ 0276－46－3211 小牧支店 485－0041 小牧市小牧３－149 0568－75－2231

大宮支店 330－0846 
さいたま市大宮区大門町２
－88 

048－648－3211 岐阜支店 500－8175 岐阜市長住町２－３ 058－264－9151

春日部支店 344－0067 春日部市中央１－１－１ 048－754－3001 四日市支店 510－0086 四日市市諏訪栄町１－12 059－351－1541

本庄支店 367－0052 本庄市銀座３－５－15 0495－21－3211
大阪支店 

大阪営業部
541－0045

大阪市中央区道修町３－６
－１ 

06－6231－9752

深谷支店 366－0824 深谷市西島町２－１－８ 048－571－6121 梅田支店 530－0001 大阪市北区梅田１－12－39 06－6344－2571

池袋支店 171－0022 豊島区南池袋１－11－22 03－3984－3211 城東支店 536－0004
大阪市城東区今福西１－９
－７ 

06－6939－1331

飯田橋支店 162－0814 新宿区新小川町１－１ 03－5229－4651 大阪西支店 553－0001
大阪市福島区海老江５－１
－１ 

06－4798－8122

新宿支店 160－0023 新宿区西新宿６－３－１ 03－3344－6381 天王寺支店 543－0063
大阪市天王寺区茶臼山町２
－９ 

06－6771－5000

渋谷支店 150－0041 渋谷区神南１－22－３ 03－3476－3651 高槻支店 569－0071 高槻市城北町２－３－２ 072－661－6411

田園調布 
サテライト 

145－0071 
大田区田園調布２－51－11 
三井住友銀行田園調布支店
内１階 

03－5483－3100 茨木支店 567－0829 茨木市双葉町２－25 072－632－2401

荻窪支店 167－0051 杉並区荻窪５－26－13 03－3398－3211 豊中支店 560－0021
豊中市本町１－２－57 
三井住友銀行豊中駅前ビル
２階 

06－6853－2261

三軒茶屋支店 154－0004 世田谷区太子堂４－４－１ 03－3419－3211 香里支店 572－0085
寝屋川市香里新町31－18 
三井住友銀行香里支店ビル
３階 

072－834－5901

綾瀬支店 120－0005 足立区綾瀬３－５－20 03－3605－7211 守口支店 570－0083 守口市京阪本通１－２－３ 06－6991－6381

小岩支店 133－0057 江戸川区西小岩１－26－７ 03－3658－8711 東大阪支店 577－0801 東大阪市小阪1－2－20 06－6787－0201

小松川支店 132－0025 江戸川区松江４－12－７ 03－3653－3211 八尾支店 581－0803 八尾市光町1－61 072－997－6211

国立支店 186－0002 国立市東１－４－13 042－572－1537 堺支店 593－8324
堺市西区鳳東町１－67－５ 
三井住友銀行鳳支店ビル 
５階 

072－273－2161

八王子支店 193－0835 八王子市千人町２－３－18 042－665－2511 岸和田支店 596－0825 岸和田市土生町4081 072－439－4701

多摩ニュータ
ウン支店 

206－0025 多摩市永山１－４ 042－375－3211 京都支店 600－8413
京都市下京区烏丸通仏光寺 
下ル大政所町680 

075－341－7011

 



ファイル名:02_0827528052307.doc 更新日時:2011/07/19 11:43 印刷日時:11/07/19 13:12 

― 7 ― 

 

営業所名 所在地 電話番号 営業所名 所在地 電話番号 

奈良支店 630－8225 奈良市西御門町２ 0742－22－1181 福岡支店 810－0001
福岡市中央区天神２－14－
13 

092－771－3211

神戸支店 650－0001 
神戸市中央区加納町４－４
－17 

078－333－3600 八幡支店 806－0021
北九州市八幡西区黒崎３－
９－24 

093－622－3211

伊丹支店 664－0851 伊丹市中央1－6－16 072－775－0261 久留米支店 830－0032 久留米市東町36－８ 0942－33－5121

西宮支店 662－0051 西宮市羽衣町7－30 0798－23－3901 中津支店 871－0058 中津市豊田町７－４ 0979－24－3211

芦屋支店 659－0092 芦屋市大原町11－24－109 0797－22－1161

姫路支店 670－0927 姫路市駅前町330 079－288－1030

三木支店 673－0551 
三木市志染町西自由が丘１
－177 

0794－85－1700

岡山支店 700－0904 岡山市北区柳町１－１－27 086－225－5231

 

 

(ご 参 考) 平成23年４月１日以降に移転した店舗 

 

営業所名 移転後所在地 移転日 

久留米支店 830－0032 久留米市東町38－１ 平成23年６月６日

渋川支店 377－0008 渋川市渋川字新町1905－22 平成23年７月11日
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9. 他に行っている事業の種類 

① 組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

② 匿名組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

③ 保険業法第２条第26項に規定する保険募集に係る業務 

④ その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

10. 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 

(注) 平成23年２月３日付で社団法人日本証券投資顧問業協会を脱退いたしました。 

 

11. 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

札幌証券取引所 

福岡証券取引所 

(注) ジャスダック証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併を行っております。 

なお、当社は、同日、大阪証券取引所のジャスダック取引参加者資格を取得しております。 

 

12. 加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

 

13. 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容 

第一種金融商品取引業 

 金融商品取引法第37条の７第１項第１号ロに規程する苦情処理措置及び紛争解決措置として、

日本証券業協会（特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターに業務委託）を利

用する措置を講じております。 

(注) 平成23年４月１日付で特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターとの間で手続実施基

本契約を締結する措置を講じております。 

 

第二種金融商品取引業 

 金融商品取引法第37条の７第１項第２号ロに規程する苦情処理措置及び紛争解決措置として、

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センターを利用する措置等を講じております。 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

1. 当期の業務の概要 

当期における我が国経済は、一時的に足踏み状態にあったものの、期後半にかけて輸出や生産が

持ち直すなど自律的な景気回復に向けた動きが見られました。但し、３月に発生した東日本大震災

がどのような影響を及ぼすか不透明な状況の中で期末を迎えることとなりました。 

こうした中、国内株式市場は、欧州の財政危機や円高などにより下落した後、米国の追加金融緩

和策などを受けて回復基調にありましたが、東日本大震災の影響でリスク回避姿勢が高まり、再び

値を下げる展開となりました。また、海外市場では、米国など先進国の株価は夏場以降の世界的な

金融緩和や景気回復期待を背景に概ね堅調に推移したものの、東日本大震災や、北アフリカ・中東

諸国の反政府運動に端を発する原油高の影響を受け、期末にかけて伸び悩む展開となりました。 

一方、債券市場は、景気の先行きに対する不透明感の高まりなどを受けて金利低下が進み、新発

10年物国債利回りは10月には0.8％台の水準まで低下いたしましたが、その後は米国金利の上昇など

を受けて一時1.3％台の水準まで上昇いたしました。 

また、外国為替市場は、円が逃避先通貨として買われる傾向が続くなど概ね円高基調で推移しま

した。 

こうした環境の中、当期の営業収益は532億82百万円（前期比21.0％減)、経常利益は106億13百万

円（同54.1％減)、当期純利益は49億79百万円（同61.7％減）となりました。主な内訳は以下のとお

りです。 

 

(1) 受入手数料 

当期の受入手数料は、前期比3.3％減の281億36百万円となりました。内訳は次のとおりです。 

① 委託手数料 

当期の株式委託手数料は、個人の取引が低調に推移したことなどから、前期比21.3％減の111

億78百万円となりました。債券委託手数料などを加えた委託手数料の合計は同21.4％減の112億

18百万円となりました。 

 

② 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

当期の引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は、前期に活況であった上場

企業による大型増資が一巡したことを受けて、前期比87.2％減の２億89百万円となりました。 

 

③ 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料 

当期の募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、外国債券や資源関連株

などを主な投資対象とする投資信託の販売が増加し、前期比44.3％増の124億99百万円となりま

した。また、投資信託の代行手数料を中心とするその他の受入手数料は同6.2％増の41億28百万

円となりました。 
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(2) トレーディング損益 

当期の株券等トレーディング損益は、香港株式の取扱いの減少などにより前期比51.5％減の85

億63百万円となりました。また、債券等トレーディング損益は、外貨建債券の取扱いの減少によ

り同26.9％減の148億32百万円となりました。その他のトレーディング損益を加えたトレーディン

グ損益の合計は同36.2％減の233億65百万円となりました。 

 

(3) 金融収支 

当期の金融収益は前期比0.6％減の17億80百万円、金融費用は同7.7％増の２億92百万円、差引

収支は同2.1％減の14億87百万円となりました。 

 

(4) 販売費・一般管理費 

当期の販売費・一般管理費は、取引関係費や事務費などが増加する一方、人件費や不動産関係

費などが減少し、前期比3.8％減の427億28百万円となりました。 

 

(5) 特別損益 

当期の特別利益は投資有価証券売却益などにより１億14百万円、特別損失は事業譲渡に係る費

用、投資有価証券評価損などにより22億65百万円となりました。 
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2. 業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

(単位：百万円) 

期別 
区分 

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

資本金 27,270 27,270 27,270 

発行済株式総数(千株) 311,269 311,269 311,269 

営業収益 43,223 67,477 53,282 

 受入手数料 21,748 29,088 28,136 

委託手数料 12,034 14,277 11,218 

引受け・売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の手数料 

180 2,262 289 

募集・売出し・特定投資家向け売
付け勧誘等の取扱い手数料 

5,072 8,662 12,499 

  

その他の受入手数料 4,461 3,887 4,128 

 トレーディング損益 19,642 36,597 23,365 

株券等 4,729 17,660 8,563 

債券等 8,250 20,286 14,832   

その他 6,662 △1,350 △31 

純営業収益 42,804 67,205 52,989 

経常損益 2,830 23,127 10,613 

当期純損益 1,542 13,006 4,979 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移 

(単位：百万円) 

期別 
区分 

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

自己 2,014,670 2,222,692 1,501,171 

委託 2,758,784 2,862,809 2,211,128 

計 4,773,455 5,085,502 3,712,300 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売

出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

(単位：百万円) 

区分 
期別 

種類 引受高 売出高 

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
総額 

募集の 
取扱高 

売出しの 
取扱高 

私募の 
取扱高 

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高 

株券 1,807 1,740 ― ― ― ― ―

国債証券 3,002 ― 3,002  ― ―

地方債証券 51,707 ― 57,807  ― ―

特殊債券 22,535 ― ― 25,950 ― ― ―

社債券 179,760 263,352 ― 28,160 ― 120,835 ―

受益証券  1,006,591 ― 2,687 ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

平成21年３月期 

合計 258,812 265,093 ― 1,121,511 ― 123,522 ―

株券 48,955 52,281 ― ― ― ― ―

国債証券 2,077 ― 2,077  ― ―

地方債証券 62,311 ― 99,180  ― ―

特殊債券 20,330 ― ― 38,600 ― ― ―

社債券 189,210 192,855 ― 92,210 ― 103,409 ―

受益証券  1,276,047 ― 621 ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

平成22年３月期 

合計 322,884 245,136 ― 1,508,115 ― 104,031 ―

株券 1,062 1,047 ― ― ― ― ―

国債証券 1,385 ― 1,385  ― ―

地方債証券 77,044 ― 122,544  ― ―

特殊債券 21,473 ― ― 36,200 ― ― ―

社債券 122,900 186,182 ― 33,300 ― 107,007 ―

受益証券  1,230,819 ― 303 ―

その他 ― ― ― ― ― ― ―

平成23年３月期 

合計 223,864 187,230 1,424,248  107,310 

 

(3) その他業務の状況 

① 組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

該当事項はありません。 

 

② 匿名組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

該当事項はありません。 
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③ 保険業法第２条第26項に規定する保険募集に係る業務 

(単位：百万円) 

区分 
期別 

取扱額 

平成21年３月期 2,318 

平成22年３月期 34 

平成23年３月期 ― 

 

④ その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

該当事項はありません。 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

(単位：百万円) 

期別 
区分 

平成21年３月期末 平成22年３月期末 平成23年３月期末 

自己資本規制比率(Ａ／Ｂ×100) 1,092.6％ 1,054.8％ 1,196.0％ 

固定化されていない自己資本(Ａ) 142,620 151,440 157,461 

リスク相当額合計(Ｂ) 13,053 14,357 13,165 

市場リスク相当額 2,237 2,807 1,946 

取引先リスク相当額 1,191 1,315 926  

基礎的リスク相当額 9,623 10,233 10,292 

 

(5) 使用人及び外務員の総数 

(単位：人) 

期別 
区分 

平成21年３月期末 平成22年３月期末 平成23年３月期末 

使用人 2,267 2,258 2,096 

(うち外務員) (2,230) (2,220) (2,064) 
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Ⅲ 財産の状況 
1. 経理の状況 
(1) 貸借対照表 

(単位：百万円) 
 

科目 
前事業年度 

(平成22年３月31日) 
当事業年度 

(平成23年３月31日) 

(資産の部)   

流動資産 239,471 245,062 

現金・預金 28,716 82,208 

預託金 37,286 33,498 

トレーディング商品 90,689 43,415 

商品有価証券等 90,687 43,415 

デリバティブ取引 1 ― 

約定見返勘定 4,307 9,488 

信用取引資産 31,753 29,954 

信用取引貸付金 30,233 29,074 

信用取引借証券担保金 1,519 879 

有価証券担保貸付金 26,122 40,743 

借入有価証券担保金 26,122 40,743 

立替金 567 312 

短期差入保証金 1,449 2,917 

短期貸付金 15,060 93 

前払費用 300 257 

未収収益 1,345 837 

繰延税金資産 1,671 1,136 

その他の流動資産 224 212 

貸倒引当金 △          23 △          12 

   

固定資産 23,517 20,699 

有形固定資産 2,412 2,879 

建物 1,524 1,755 

器具・備品 832 991 

土地 56 55 

建設仮勘定 ― 77 

無形固定資産 7,218 5,026 

ソフトウェア 7,043 4,859 

電話加入権その他 174 166 

投資その他の資産 13,885 12,793 

投資有価証券 8,942 8,380 

関係会社株式 23 23 

出資金 11 11 

社内長期貸付金 135 113 

長期差入保証金 2,131 1,954 

繰延税金資産 2,131 2,030 

その他 1,393 1,176 

貸倒引当金 △         882 △         895 

資産合計 262,988 265,762 
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(単位：百万円) 

科目 
前事業年度 

(平成22年３月31日) 
当事業年度 

(平成23年３月31日) 

(負債の部)   

流動負債 84,268 85,248 

トレーディング商品 25,292 40,223 

商品有価証券等 25,221 39,934 

デリバティブ取引 71 289 

信用取引負債 10,221 6,975 

信用取引借入金 5,107 4,497 

信用取引貸証券受入金 5,114 2,477 

有価証券担保借入金 2,440 884 

有価証券貸借取引受入金 2,440 884 

預り金 30,185 26,449 

受入保証金 3,942 4,781 

未払金 168 420 

未払費用 1,599 1,018 

未払法人税等 8,069 2,172 

賞与引当金 2,100 2,000 

役員賞与引当金 162 104 

偶発損失引当金 84 219 

その他の流動負債 ― 0 

固定負債 8,392 8,076 

退職給付引当金 7,858 7,600 

役員退職慰労引当金 326 202 

その他の固定負債 207 273 

特別法上の準備金 358 323 

金融商品取引責任準備金 358 323 

負債合計 93,020 93,648 

(純資産の部)   

株主資本 167,994 170,120 

資本金 27,270 27,270 

資本剰余金 52,048 52,048 

資本準備金 50,987 50,987 

その他資本剰余金 1,061 1,061 

利益剰余金 88,674 90,800 

利益準備金 1,819 1,819 

その他利益剰余金 86,854 88,980 

別途積立金 27,206 27,206 

繰越利益剰余金 59,648 61,774 

評価・換算差額等 1,974 1,994 

その他有価証券評価差額金 1,974 1,994 

純資産合計 169,968 172,114 

負債・純資産合計 262,988 265,762 
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(2) 損益計算書 

(単位：百万円) 

科目 
前事業年度 

自 平成21年４月１日(至 平成22年３月31日)
 

当事業年度 
自 平成22年４月１日(至 平成23年３月31日)

 
営業収益 67,477 53,282 

受入手数料 29,088 28,136 

トレーディング損益 36,597 23,365 

その他の商品売買損益 0 ― 

金融収益 1,790 1,780 

金融費用 271 292 

純営業収益 67,205 52,989 

販売費・一般管理費 44,413 42,728 

取引関係費 6,394 6,510 

人件費 21,096 19,606 

不動産関係費 5,271 4,567 

事務費 6,413 7,081 

減価償却費 2,495 2,089 

租税公課 442 405 

貸倒引当金繰入 6 1 

その他 2,293 2,465 

営業利益 22,792 10,260 

営業外収益 380 420 

営業外費用 44 66 

経常利益 23,127 10,613 

特別利益 179 114 

投資有価証券売却益 ― 60 

会員権売却益 ― 12 

偶発損失引当金戻入 105 6 

金融商品取引責任準備金戻入 74 35 

特別損失 2,997 2,265 

固定資産処分損 130 219 

投資有価証券売却損 0 0 

投資有価証券評価損 41 529 

会員権売却損 ― 18 

会員権評価損 5 12 

減損損失 66 ― 

偶発損失引当金繰入 66 152 

資産除去債務会計基準の適用に
伴う影響額 

― 59 

会社分割関連費用 ― 1,271 

システム移行関連費用 2,686 ― 

税引前当期純利益 20,310 8,462 

法人税、住民税及び事業税 8,001 2,881 

法人税等調整額 △         698 601 

当期純利益 13,006 4,979 
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(3) 株主資本等変動計算書 
(単位：百万円) 

 
前事業年度 

自 平成21年４月１日(至 平成22年３月31日)
 

当事業年度 
自 平成22年４月１日(至 平成23年３月31日)

 
株主資本   

資本金   
前期末残高 27,270 27,270 
当期末残高 27,270 27,270 

資本剰余金   
資本準備金   

前期末残高 50,987 50,987 
当期末残高 50,987 50,987 

その他資本剰余金   
前期末残高 1,061 1,061 
当期末残高 1,061 1,061 

資本剰余金合計   
前期末残高 52,048 52,048 
当期末残高 52,048 52,048 

利益剰余金   
利益準備金   

前期末残高 1,819 1,819 
当期末残高 1,819 1,819 

その他利益剰余金   
別途積立金   

前期末残高 27,206 27,206 
当期末残高 27,206 27,206 

繰越利益剰余金   
前期末残高 46,642 59,648 
当期変動額   

剰余金の配当 ― △       2,853 
当期純利益 13,006 4,979 
当期変動額合計 13,006 2,125 

当期末残高 59,648 61,774 
利益剰余金合計   

前期末残高 75,668 88,674 
当期変動額   

剰余金の配当 ― △       2,853 
当期純利益 13,006 4,979 
当期変動額合計 13,006 2,125 

当期末残高 88,674 90,800 
株主資本合計   
前期末残高 154,987 167,994 
当期変動額   

剰余金の配当 ― △       2,853 
当期純利益 13,006 4,979 
当期変動額合計 13,006 2,125 

当期末残高 167,994 170,120 
評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   
前期末残高 932 1,974 
当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 1,041 20 
当期変動額合計 1,041 20 

当期末残高 1,974 1,994 
評価・換算差額等合計   
前期末残高 932 1,974 
当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 1,041 20 
当期変動額合計 1,041 20 

当期末残高 1,974 1,994 
純資産合計   

前期末残高 155,920 169,968 
当期変動額   
剰余金の配当 ― △       2,853 
当期純利益 13,006 4,979 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,041 20 
当期変動額合計 14,047 2,145 

当期末残高 169,968 172,114 
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

前事業年度 

( 自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日 )

 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 )

 
1. 有価証券等の評価基準および評価方法 

(1) トレーディング商品の評価基準および評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券（売買目的

有価証券）およびデリバティブ取引等については、

時価法を採用しております。 

1. 有価証券等の評価基準および評価方法 

(1) トレーディング商品の評価基準および評価方法 

同左 

(2) トレーディング商品に属さない有価証券の評価基

準および評価方法 

① 子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) トレーディング商品に属さない有価証券の評価基

準および評価方法 

① 子会社株式および関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）によっており

ます。 

② その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

同左 

 

(ロ)時価のないもの 

移動平均法による原価法によっておりま

す。 

(ロ)時価のないもの 

同左 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）については定額法）

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物     ３～39年 

器具・備品  ３～15年 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

 

 

 

(2) 無形固定資産および投資その他の資産（リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア

(自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産および投資その他の資産（リース資産を除く)

同左 

(3) リース資産 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法を採用しております。 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日が「リース取引に関す

る会計基準｣（企業会計基準第13号）の適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を適用しております。 

(3) リース資産 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産 

同左 

 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

同左 
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前事業年度 

( 自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日 )

 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 )

 
3. 引当金および準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

3. 引当金および準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、所定

の計算方法による支払見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払いに備えるため、所定の

計算方法による支払見込額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員（執行役員を含む）に対する賞与の支払いに

備えるため、所定の計算方法による支払見込額を計

上しております。 

(4) 偶発損失引当金 

顧客等よりの損害賠償請求に伴う今後の損害賠償

金の支払いに備えるため、その経過等の状況に基づ

く損失見積額を計上しております。 

(4) 偶発損失引当金 

同左 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む）に対する退職慰労金の支

払いに備えるため、内規に基づく当事業年度末要支

給見積額を計上しております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員（執行役員・理事を含む）に対する退職慰労

金の支払いに備えるため、内規に基づく当事業年度

末要支給見積額を計上しております。 

(7) 金融商品取引責任準備金 

有価証券等の事故による損失に備えるため、金融

商品取引法第46条の５および「金融商品取引業等に

関する内閣府令」第175条に定めるところにより算

出した額を計上しております。 

(7) 金融商品取引責任準備金 

同左 

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事

項 

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 
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(会計方針の変更) 

前事業年度 

( 自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日 )

 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 )

 
―――――――― 

 

 

資産除去債務に関する会計基準 

当事業年度より､「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号）および「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第21号）を適用しております。これにより、経常利益

は５百万円、税引前当期純利益は60百万円減少してお

ります。 

 

(貸借対照表に関する注記) 

前事業年度 
( 平成22年３月31日 ) 

 

当事業年度 
(平成23年３月31日 ) 

 
1. 担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

投資有価証券          5,729百万円 

1. 担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

投資有価証券          5,479百万円 

(2) 担保に係る債務 

信用取引借入金         5,107百万円 

(2) 担保に係る債務 

信用取引借入金         4,497百万円 

2. 有形固定資産の減価償却累計額   2,486百万円 2. 有形固定資産の減価償却累計額   2,691百万円

 

(損益計算書に関する注記) 

前事業年度 

( 自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日 )

 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 )

 
関係会社との取引 

受入手数料           1,153百万円 

販売費・一般管理費        593百万円 

営業外収益             50百万円 

関係会社との取引 

販売費・一般管理費        622百万円 

 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

前事業年度 

( 自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日 )

 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 )

 
1. １株当たり純資産額         546円05銭

2. １株当たり当期純利益         41円78銭

1. １株当たり純資産額         552円94銭

2. １株当たり当期純利益         16円00銭
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2. 借入金の主要な借入先及び借入金額 

(1) 短期借入金 

〈平成22年３月期末〉 

該当事項はありません。 

〈平成23年３月期末〉 

該当事項はありません。 

 

(2) 信用取引借入金 

(単位：百万円) 

期別
借入先 

平成22年３月期末 平成23年３月期末 

日本証券金融株式会社 4,133 2,301 

大阪証券金融株式会社 962 2,188 

中部証券金融株式会社 11 8 

合計 5,107 4,497 

 

3. 保有する有価証券(トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く｡)の取得価

額、時価及び評価損益 

(1) 時価のある有価証券 
(単位：百万円) 

 平成22年３月期末 平成23年３月期末 

 取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益 

1. 流動資産 ― ― ― ― ― ―

2. 固定資産 4,708 7,839 3,130 4,134 7,319 3,184

株券 4,708 7,839 3,130 4,134 7,319 3,184

合計 4,708 7,839 3,130 4,134 7,319 3,184

 

(2) 時価評価されていない有価証券 
(単位：百万円) 

平成22年３月期末 平成23年３月期末 
種類 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

子会社株式及び関連会社株式 23 23

非上場株式 1,071 1,049

その他 31 11

 

4. デリバティブ取引(トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。)の契約価額、

時価及び評価損益 

〈平成22年３月期末〉 

該当事項はありません。 

〈平成23年３月期末〉 

該当事項はありません。 

 

5. 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社の財務諸表は、会社法第436条第２項の規定に基づき、有限責任 あずさ監査法人の監査を

受けております。 
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Ⅳ 管理の状況 

1. 内部管理の状況の概要 

(1) 内部管理部門の組織 

(平成23年３月31日現在) 
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(2) 内部管理部門各部署の業務分掌 

コンプライアンス統括部 

統括グループ 

① 法令・諸規則の遵守および証券事故・紛争の未然防止に関する企画および統括 

② コンプライアンスプログラムの策定および内部管理体制の整備 

③ コンプライアンスマニュアルの策定および改訂 

④ その他コンプライアンスに関する社内ルール徹底、体制整備および各担当部署の統括 

⑤ 監督官庁等検査資料の収集および検査の立会と改善報告書作成 

⑥ 内部管理責任者業務の企画・立案 

⑦ 内部管理責任者業務に関する監督官庁等からの通達・連絡事項の管理および伝達ならび

に社内規則等の改廃 

⑧ 内部管理ルールの策定および周知徹底 

 

考査グループ 

① 顧客の有価証券の売買その他の取引状況の考査 

② 特金勘定取引、例外的な取引一任勘定取引顧客の管理 

③ 顧客に対する取引報告書等の管理業務 

④ 大口取引顧客および大口取引の状況調査 

⑤ 信用取引・先物取引等に関する取引基準の設定ならびに保証金または証拠金等に関する

管理業務 

⑥ 相続関係手続きに関する業務 

 

モニタリンググループ 

① 業務部門における法令および社内規程等の遵守状況、ならびに営業姿勢等についてのモ

ニタリング 

② モニタリングによる営業部門における業務上の問題点の把握 

 

指導グループ（東京） 

① 業務部門における法令および社内規程等の遵守状況、ならびに営業姿勢等についての実

態把握および指導 

② 外部および内部監査の指摘事項に対する業務部門宛て業務改善指導 

③ モニタリングにより把握された業務上の問題点についての実態調査および指導 

④ 業務部門の内部管理状況に関する評価および指導 

⑤ 内部管理責任者の統括、およびフロントチェックに関する指導 

 

指導グループ（大阪） 

① 業務部門における法令および社内規程等の遵守状況、ならびに営業姿勢等についての実

態把握および指導 

② 外部および内部監査の指摘事項に対する業務部門宛て業務改善指導 

③ モニタリングにより把握された業務上の問題点についての実態調査および指導 

④ 業務部門の内部管理状況に関する評価および指導 

⑤ 内部管理責任者の統括、およびフロントチェックに関する指導 

⑥ 顧客等からの苦情等に関する対応 
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お客さま相談室 

① 顧客を始めとした外部からの意見・要望・苦情等の受付に関する業務 

② 上記で収集した意見・要望・苦情等の取り纏め・分析および改善案等の策定 

③ 上記の分析結果および改善案等の経営宛報告および社内へのフィードバック 

④ 顧客等との紛争・事故処理に関する指導および管理 

⑤ 証券事故等に関する社内対応と監督官庁等に対する届出 

⑥ 証券事故・紛争に係る債権の管理 

⑦ 顧客の残高照合に関する業務 

⑧ 訴訟法務に関する事項 

 

法務室 

① 商品および営業取引等の契約締結に関するリーガルチェック 

② 営業取引に係る法令・諸規則の改正に関する事項 

③ 利益相反管理体制の整備・運用等に関する統括 

④ 顧客の非公開情報に関する管理体制の整備・運用の統括 

⑤ 本部各部および営業店からの法律相談 

⑥ 新商品の取扱い、新規事業の開始に伴うリーガルチェック等 

⑦ 法令・法務に関する調査、研究ならびに情報提供 

⑧ 広告審査 

⑨ 社外向け重要文書の審査 

 

売買審査部 

① 売買審査に関する企画、立案 

② 幹事銘柄、ファイナンス銘柄および個別銘柄等の価格形成の監視・調査 

③ 売買等の監視・調査結果による関係部店等への勧告、指導 

④ 不公正な内部者取引の未然防止のための監視および指導 

⑤ 法人関係情報の調査、管理 

⑥ 有価証券の売買等に関する監督官庁等への調査資料の作成および提出 

⑦ 役職員が行う自己売買の監視 

⑧ アナリスト・レポートの銘柄審査 

 

監査部 

① 内部監査に関する企画、立案および監査計画の策定 

② 内部監査の実施と監査結果の報告 

③ 監査結果に基づく各部店への改善事項の指摘 

④ 分別保管に係わる適正な運営、管理に関する定期的検証 

⑤ 本店各部の業務運営の適正性に関する監査 

⑥ 各部店の自主検査要領の指示 
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リスク管理統括部 

① リスク管理の基本方針・態勢、重点施策等の企画・立案 

② リスク管理に関する各担当部署の統括 

③ 市場リスク・信用リスク関連極度の設定および各担当部署への配分 

④ 各種リスクに関する計測、管理方法の策定 

 

トレーディング管理室 

① トレーディング商品等に関するポジション、リスク、損益の算定・管理および報告 

② トレーディング関連各部における自己売買への内部牽制に対する指導・監督 

③ トレーディング商品等に関する時価の検証 

④ 投資有価証券等に関するポジション、リスク、損益の算定・管理および報告 

⑤ 顧客への販売商品に関するリスク管理 

⑥ 自己資本規制比率・リスク相当額の検証 

 

2. 分別管理の状況 

(1) 顧客分別金信託の状況 

(単位：百万円) 

項目 平成22年３月31日現在の金額 平成23年３月31日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金
必要額 

35,982 32,274 

顧客分別金信託額 36,963 33,175 

期末日現在の顧客分別金必要額 31,506 27,603 

 

(2) 有価証券の分別管理の状況 
 

① 保護預り等有価証券 
 

平成22年３月31日現在 平成23年３月31日現在 
有価証券の種類 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 3,991,694千株 144,569千株 3,960,785千株 97,451千株 

債券 額面金額 373,315百万円 566,516百万円 249,776百万円 204,182百万円 

受益証券 口数 712,424百万口 17,228百万口 719,138百万口 15,460百万口 

コマーシャ
ル・ペーパー 

数量 ―百万円 ―百万円 1,000百万円 ―百万円 

 
② 受入保証金代用有価証券 

 

平成22年３月31日現在 平成23年３月31日現在 
有価証券の種類 

数量 数量 

株券 株数 146,970千株 123,821千株 

債券 額面金額 341百万円 331百万円 

受益証券 口数 5,431百万口 6,777百万口 

その他 数量 ― ― 
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③ 管理の状況 
 

 

顧客資産区分 管理区分 管理場所 管理方法 

単純管理 だいこう証券ビジネス 
・自己と顧客の管理場所区別 
・銘柄別、顧客別に管理 

海外保管銀行 ・混蔵管理しており明細は帳簿管理 
混蔵管理 

だいこう証券ビジネス 
・自己と顧客の管理場所区別 
・銘柄別に管理 

日本銀行 

保護預り 

振替決済 
証券保管振替機構 

・自己と顧客と区別して管理 

日本銀行 
信用取引保証金代用有価証券 

証券保管振替機構 
・振替決済しており自己と顧客と区別して管理 

取引所 ・取引所へ直接預託(明細は帳簿管理) 
先物・オプション取引 
証拠金代用有価証券 

証券保管振替機構 ・振替決済しており自己と顧客と区別して管理 

 

(3) 金融商品取引法第43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 
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Ⅴ 関係会社等の状況 

1. 企業集団の構成 

当社グループは、当社、親会社および子会社１社で構成されております。 

当社および子会社は主たる事業として、有価証券の売買および売買等の委託の媒介、有価証券の引

受けおよび売出し、有価証券の募集および売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、その他の金融

商品取引業を営み、株式会社三井住友フィナンシャルグループの一員として、お客様のニーズに合っ

た幅広い金融サービスを提供しております。 

各社の事業内容、位置付けは次のとおりであります。 

(会社名)                       (事業内容) 

親会社：株式会社三井住友フィナンシャルグループ    傘下子会社の経営管理 

連結子会社：株式会社SMBCフレンド調査センター     情報サービス・調査業 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 
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2. 子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

 

議決権の所有(被所有)割合

商号又は名称 本店所在地 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 

所有割合(％) 
被所有割合

(％) 

(連結子会社) 

株式会社SMBCフレンド 

調査センター 

東京都 

中央区 
20

情報サービス・ 

調査業 
100.0 ―
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 平成23年３月期 業務及び財産の状況に関する説明書

 ｢平成23年３月期 業務及び財産の状況に関する説明書｣

は、金融商品取引法第46条の４に基づき、すべての営業

所又は事務所に備え置き公衆の縦覧に供するため作成し

た書類であります。 

  

  

平成23年７月発行 

SMBCフレンド証券株式会社  経営企画部 

〒103-8221 東京都中央区日本橋兜町７番12号 

電話(03)3669－3211(大代表) 

【URL】http://www.smbc-friend.co.jp/ 
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